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能登半島地震にかかる雇用調整助成金の
特例措置が適用されています

1月23日、雇用保険法に基づく雇用調整助

成金についての特例措置が改正されました。

特例措置は、休業や教育訓練、出向の初日が

令和６年１月１日から同年６月30日までの間

にある場合に助成対象期間を１年として、実

施されます。

６月末まで特例措置を実施 特例措置が利用できます。

また、新潟県、富山県、石川県、福井県の

区域内の事業所においては、助成率の引き上

げ（中小企業2/3→4/5、大企業1/2→2/3）等

の措置も講じられています。

地震に伴う「経済上の理由」により休業、

教育訓練又は出向を余儀なくされた事業所に

おいて、労働者に休業手当や賃金等が支払わ

れた場合、全国の事業所で雇用調整助成金の

特例措置は全国の事業所が対象
被災地域では助成率の引き上げも

令和６ 年能登半島地震に係る雇用調整助成金の特例措置

地震に伴う「経済上の理由」の例

・ 取引先の地震被害のため、原材料や商品等の取引が

できない

・ 交通手段の途絶により、来客がない、従業員が出勤

できない、物品の配送ができない

・ 電気・水道・ガス等の供給停止や通信の途絶により、

営業ができない

・ 風評被害により、観光客が減少した

・ 施設、設備等の修理業者の手配や修理部品の調達が

困難で、早期の修復が不可能


